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令和３年７月３０日 

教 育 庁 職 員 福 利 課 

 

 

令和２年度における「女性活躍推進のための青森県教育委員会特定事業主 

行動計画」の実施状況及び女性の職業選択に資する情報の公表について 

 

 

県教育委員会では、女性職員がその個性と能力を十分に発揮していくことができる

よう、「女性活躍推進のための青森県教育委員会特定事業主行動計画」を策定してお

り、地方公務員法の平等取扱の原則及び成績主義の原則に留意しつつ、女性職員の採

用・登用の推進や男女の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に積

極的に取り組むこととしています。  

ついては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）第

１９条第６項に基づき、令和２年度における特定事業主行動計画の実施状況を下記の

とおり公表します。  

併せて、同法第２１条に基づき、女性の職業選択に資するよう、県教育委員会（学

校以外）の事務事業における女性の職業生活における活躍に関する情報について公表

します。  

 

記  

 

Ⅰ 職業生活における機会の提供に関する実績  

※ 「非常勤事務員」「会計年度任用職員」の記載がない項目は、常勤職員につ

いての状況である（「Ⅱ 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整

備に関する実績」においても同じ）。 

 

（１）女性採用比率 

 

 

 

《取組内容》 

【平成２８年度～令和２年度実施】 

・ 「教育事務（高卒程度）」の仕事に興味がある方を対象に、「事務職（高

卒程度）採用試験説明会」を実施しました。また、県が主催する「青森県庁

ＪＯＢセミナー」に教育委員会ブースを設け、業務説明、若手職員の体験談

等の講話や参加者とのフリートークを行いました。  

・ 職員採用試験の係員や面接員に女性職員を積極的に起用しました。  

 

（２）採用試験の受験者の女性割合  

 

 

 

 

（３）職員に占める女性職員の割合  

 

 

 

  

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度
35.7% 41.1% 38.3% 38.8% 38.4%

H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1
24.4% 27.3% 26.8% 27.5% 28.5%
－ － － 89.1% 86.9%

常勤職員
会計年度任用職員

目標（毎年度） H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3.4.1
40% 40.0% 66.7% 60.0% 37.5% 44.4%
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（４）管理職に占める女性職員の割合・各役職段階に占める女性職員の割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《取組内容》 

○配置・育成・教育訓練 

【平成２８年度～令和２年度実施】 

・ 定例人事異動の実施に当たり、実施方針の一つとして「女性職員について

は、その個性と能力が十分に発揮できるよう積極的な登用及び従事業務の拡

大に配慮する」ことを掲げ、女性の従事業務の拡大を図りました。また、定

例人事異動において、男女の配置バランスを考慮した配置を行いました。  

・ 女性職員をサブマネージャー、副課長に積極的に登用しました。  

【平成２８年度、平成２９年度実施】 

・ 県が主催する女性職員キャリアビジョン研修などへの参加を職員に呼びか

けました。  

 

○昇任 

【平成２８年度～令和２年度実施】 

・ 幹部職員や本庁グループマネージャー等への女性職員の登用を行いました。  

 

（５）機会の提供に資する制度の概要  

・ 「セクシュアル・ハラスメント等の防止等に関する要綱」、「パワー・ハラ

スメントの防止等に関する要綱」等に基づき、各所属に相談員を配置し、必要

時には適切に対応できる体制づくりに努めました。  

  

目標 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1
伸び率

(R3-H29)

R3.4.1
5%以上

1.9% 2.1% 7.5% 8.3% 10.6% 8.7㌽

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0㌽

2.4% 2.5% 8.7% 9.8% 12.5% 10.1㌽

31.3% 31.7% 33.3% 35.8% 39.6% 8.3㌽

36.4% 41.2% 37.0% 23.1% 20.0% △16.4㌽

副参事級以上(A+B)
に占める女性職員の
割合

本庁部局長・
次長相当職(A)

本庁課長
相当職(B)

本庁課長補佐
相当職

本庁係長
相当職
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Ⅱ 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績  

 

（１）離職率と離職者の年代別割合（令和２年度） 

 

 

 

※  離職率は、令和２年４月１日在職者に対する令和２年度中の普通退職者の割合。  

 

（２）男女別の育児休業取得率と取得期間の分布状況  

【育児休業取得率】 

 

 

 

 

 

【育児休業の取得期間の分布状況（令和２年度新規取得分）】 

女性職員（常勤）の育休取得状況 ６か月以上１年未満 100％ 

 

（３）男性職員の配偶者出産休暇等の取得率と取得日数の分布状況  

 

 

 

 

※  配偶者出産休暇（３日）、育児参加休暇（５日）の最大８日取得可能  

 

（４）超過勤務の状況（令和２年度） 

【１人当たり１月当たりの平均超過勤務時間】 

 

 

 

【超過時間の上限を超えて勤務した職員数】 

 

 

 

 

（５）年次有給休暇の平均取得日数（令和２年１月１日～令和２年１２月３１日） 

11.3日  ※２０日以上付与された者に限る。  

 

《取組内容》 

○男女を通じた長時間労働の是正などの働き方改革  

【平成２８年度～令和２年度実施】 

・ 夏季休暇の前後に１日以上の年次休暇を取得することや、月１日以上の年

次休暇を取得すること等を働きかけました。  

・ 所属毎に独自の目標を組み込んだ「職員のワーク・ライフ・バランス推進

目標」を執務室内に掲示し、希望する職員が円滑に休暇や各種制度を利用で

きる環境づくりに取り組むとともに、時間外勤務の縮減に関する目標の設定

を義務付け、各所属における時間外勤務を縮減する意識の醸成に取り組みま

した。   

～19歳 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳

男性 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
女性 1.6% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

離職者の年代別割合
離職率

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度
男性 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0%
女性 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
男性 － － － － －
女性 － － － － －

取得年度

非常勤職員

常勤職員

10.6時間
5.5時間
出先機関

管理職以外
管理職

18.9時間
12.3時間
本庁

5日未満 5日以上
常勤職員 75.0% 100.0% 55.6% 100.0% 100.0% 44.4% 55.6%
非常勤職員 － － － － － － －

H30年度H29年度H28年度取得年度
R2年度取得日数の分布

R2年度R1年度

出先機関本庁
管理職 － －

管理職以外 3人 1人
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【平成２８年度～平成３０年度実施】 

・ ７～９月に朝型勤務を実施し、実施期間中は夕方４時以降に会議を設定し

ない、所属独自の定時退庁日を設けるなどの方法により、時間外勤務の縮減

に向けた取組を徹底するよう周知しました。  

【平成２９年度～令和２年度実施】 

・ 各所属で、職員が定時退庁に努める「ワーク・ライフ・バランスウィーク」

を設定し、長時間労働の抑制等に努めました。  

 

○両立支援制度の導入と制度の利用や復職がしやすい雰囲気づくり及び男性職員

の家庭生活への参画の促進 

【平成２８年度～令和２年度実施】 

・ 時差出勤制度等の勤務区分の増設や子の看護休暇の対象児童の年齢を拡大

するなど、両立支援制度の拡充を行いました。  

・ 「職員の子育て支援ハンドブック」を随時改定し、令和元年度には職員が

介護を行う際に利用できる休暇制度等を加えた、「職員の育児・介護と仕事

の両立支援ハンドブック」を作成しました。  

【平成２８年度実施】 

・ 職員が計画的に育児関連制度を活用できるよう、子どもが生まれる職員か  

ら「出生予定届」の提出があった場合、職員と所属長等との面談を実施して、  

育児関連制度の利用に係る「子育て計画書」を作成するよう周知しました。  

【平成３０年度～令和２年度実施】 

・ 育児休業の制度や取得による経済的な影響、男性職員の育児に関する休暇

等を紹介したリーフレットを作成しました。  

【令和２年度実施】 

・ 知事部局で設置した搾乳スペースについて、その利用等に関して周知しま

した。  


